
補助第 144 号線地区（平井二丁目付近地区）

都市防災不燃化促進事業

江戸川区
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6　ガス設備には､ガス漏れ
防止等の対策を講ずる。
※マイコン制御（マイコンメーター）等設置

敷地内の緑化に努める。
（敷地面積100㎡以上の場合）

※2段置き等は要相談

　間口率は6割以上とする。

（間口率とは、都市計画道路に

対して高さ6メートルの位置に

おける建物の幅が敷地の幅に占

める割合のことを指す。）

　計画線から30mの範囲内

に建築物を建築する。

12　２項道路等の後退整備が必要な道路

に接している場合は、L型側溝を後退

整備する。
(なお、後退整備にあたって「細街路整備事業」の要件に
  該当した場合、整備費用の助成あり。)
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※基本となる助成金の金額については、対象となる建物の１階から３階までの床面積により異なります。

※その他の加算される助成金については、上限額があります。

※都市計画道路の買収対象となる方で、移転補償金の支払いがある場合重複して助成できません。助成

　項目によっては対象となる場合がありますのでお問い合わせください。

※助成金の支払いには区の予算化が必要です。建築計画がある場合はなるべく早めにご相談ください。

※助成金額については年度ごとに変更になる可能性がありますのでご注意ください。

※除却する建物の相続登記が行われていない場合や未登記の場合などは、助成申請者が建物所有者

　であることが分かる書類（遺産分割協議書の写し等）の提出が必要となります。

基本となる助成金（1～5のいずれか）

加算される助成金（該当する場合）

① 除却助成費

② 仮住居助成費

③ 動産移転助成費

④ 移転雑費助成費
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　建築助成費の対象となる建築主のうち、従前の建築物に居住し、かつ引き続き建替え後の

建築物に居住する方について、仮住居に係る費用の一部を助成します。

　建築助成費の対象となる建築主のうち、従前の建築物から引っ越し、かつ引き続き建替え

後の建築物に居住する方について、動産移転に係る費用（保管に係る費用を含む。）の一部

を助成します。

　建築助成費の対象となる建築主のうち、従前の建築物に居住し、かつ引き続き建替え後の

建築物に居住する方について、移転に関わる手数料等の費用の一部を助成します。

※ 各項目ごとに区が定める上限額があります。

　 また申請・請求時に見積書・領収書等の提出が必要です。
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ケース 2

かつ A ＜ 100 ㎡ かつ A＋B ＜ 100 ㎡

[問い合わせ先]                   

都市開発部建築指導課細街路係：直通０３-５６６２-０８５４

　当事業は平成２７年９月から令和７年８月までの間に、対象エリア内で建替えを行

う際に、助成条件に適合する建物を建築する場合、区が建築費の一部や取り壊し費用

等を助成するというものです。 

なお、パラペット部は無いものとして高さを計算します。
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